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ドイツにおける「ワーキングプア」をめぐる議論
―「上乗せ受給」への認識と政策対応
森 周 子
１．はじめに
近年のわが国において，主に非正規雇用に従事し，生活保護水準又はそれ
以下の所得しか得られていない「ワーキングプア（働く貧困層）」の増大?が大
きな社会問題となっている。彼らは働きながら生活保護制度からの給付を受
給する場合もあれば，受給しない（できない）場合もある?。
ドイツにおいても，ワーキングプアの増大が問題視され，議論が繰り広げ
られている。ドイツにおけるワーキングプアとは，就労しながら失業手当?
（詳細は後述）という税財源の給付を受給する者をさす。所得に上乗せして公
的な給付を受給している，という意味で「上乗せ受給者?（Aufstocker）と呼
ばれる。
このような「上乗せ受給」の状態はドイツではどのように認識され，また，
どのような政策対応がなされているのか。上乗せ受給状態に対しては，否定
的な認識と肯定的な認識とが存在しうると思われる。前者は，就労によって
最低生活水準以上の賃金を得ることを是とし，上乗せ受給状態を，失業状態
から（フルタイムの）正規雇用への過渡期と捉える。そして，上乗せ受給者
に対し，一刻も早くその状態を脱却して（フルタイムの）正規雇用につくべ
きとする。後者は，近年において完全雇用の実現が困難であることや，また，
フルタイム以外にもパートタイムや派遣労働といった多様な就労形態が存在
することを前提とする。そして，失業状態は是としないが，上乗せ受給状態
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１ 2010年８月に発表された厚生労働省研究班の推計によれば，2007年時点でワーキング
プアは約641万人存在したとされる（時事通信 2010）。
２ 受給しない（できない）理由としては，稼働能力を有することを理由に申請が認めら
れない，あるいは受給に際しての手続き（親族への扶養照会，資産の取り崩しなど）を
倦厭する，などが挙げられる。
は就労を通じて社会に参加していることになるので，就労を通じた社会的包
摂の一形態として積極的に容認する。これはベーシック・インカム（なかで
も社会的に有益な活動を行っていることを条件に支給される「参加所得」）の
発想と似ている。果たしてドイツではいずれの認識に基づく政策対応がなさ
れているといえるのか。
本稿では，上乗せ受給者の現状，及び上乗せ受給者に対する最低生活保障
である失業手当?の給付内容を概観した上で，ドイツにおける上乗せ受給状
態への認識，及び上乗せ受給者に対する政策対応を?察し，ドイツにおいて
上乗せ受給状態が，就労を通じた社会的包摂の過渡期と捉えられているのか，
あるいは一形態と捉えられているのかを検討する。
２．上乗せ受給者の現状
上乗せ受給者（就労している失業手当?受給者）は，2010年時点の平?で
138.1万人存在し，増加傾向にある（図表１参照）。雇用形態別にみると，
フルタイムの正規雇用者 (社会保険加入義務を有する者）が約27.3万人?，
パートタイムの正規雇用者が約20.5万人，もっぱら僅少労働（geringfu?gige
 
Bescha?ftigung）に従事する者が約46.4万人である（図表１参照）。僅少労働
とは，ミニジョブ(Minijob)をさす。ミニジョブとは，月収400 未満または
短期（２ヶ月以内又は50労働日以内）の就労?であり，ミニジョブ従事者の年
金・医療保険料と所得税（2010年時点で賃金の約31％?）は使用者のみが支払
うこととなっている?。もっぱら僅少労働に従事する者とは，副業としてではな
く，文字通り僅少労働のみに従事する者をさす。
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３ 社会保険加入義務を有するフルタイム（約31.5万人）から職業訓練生の数（約4.2万人）
を減じた数である。
４ 個人の家庭で家事に従事することもミニジョブに含まれ，また，主たる職を持つ者が
一つのミニジョブに従事することも許容されるが，複数のミニジョブに従事する場合は
それらの所得が合算され，合算額が月収400 を上回る場合にはミニジョブとは認めら
れなくなる［BA 2009］。
５ 正確には，医療保険料13％，年金保険料15％，所得税その他2.77％の計30.77％である。
６ ミディジョブ（Midijob）（正式名称は「移行段階における雇用」（Bescha?ftigung in der
 
Gleitzone）なるものも存在する。これは，月収400 以上800 未満の就労をさし，ミディ
ジョブ従事者は年金・医療保険料と所得税を段階的に負担する。
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図表１：上乗せ受給者（就労している失業手当?受給者）数の推移（雇用形態別）
出所：BA (2011a),Tabelle 2.4
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出所：BA (2010a),Tabelle 6
図表２：上乗せ受給者の属性（2010年５月時点）
就労する失業手当?受給者に占める割合 全被用者に占める割合
社会保険加入義務を有する就労
に従事する失業手当?受給者
もっぱら僅少労働に従事
する失業手当?受給者
社会保険加入義務を有する就労
に従事する失業手当?受給者
もっぱら僅少労働に従事
する失業手当?受給者
ドイツ 旧西独 旧東独 ドイツ 旧西独 旧東独 ドイツ 旧西独 旧東独 ドイツ 旧西独 旧東独
合計(単位：人) 696761 433081 263680 650183 444497 205686 696761 433081 263680 650183 444497 205686
(以下の単位：％)
性別
女性 45.7 44.7 47.3 43.2 42.5 44.7 2.2 1.6 4.5 20.9 17.3 36.3
夫婦（子あり) 19.9 17.4 23.9 18.6 16.7 22.7 ― ― ― ― ― ―
雇用形態
フルタイム 62.5 60.2 66.2 9.4 8.8 10.7 2.0 1.5 4.0 15.4 11.9 32.4
15.26.07.26.62.53.39.611.711.015.215.215.215-25歳未満
年齢
31.39.812.45.22.43.055.357.556.852.755.354.3男性
国籍
29.111.014.03.31.21.729.325.626.819.915.717.350-75歳未満
44.915.619.65.22.22.861.162.862.264.969.067.525-50歳未満
単身 25.8 23.7 29.3 36.5 34.4 41.2 ― ― ― ― ― ―
一人親 17.2 19.5 13.5 17.1 18.9 13.2 ― ― ― ― ― ―
夫婦（子なし) 32.6 35.0 28.7 24.3 26.6 19.3 ― ― ― ― ― ―
ドイツ人 79.8 73.3 90.5 78.5 73.3 89.8 2.2 1.6 4.5 13.2 9.9 31.7
外国人 19.7 26.1 9.2 21.1 26.2 10.0 7.7 6.8 20.2 31.0 28.5 60.4
世帯類型
33.512.015.18.54.15.089.391.290.633.539.737.4パートタイム
職業訓練生を除く被用者 91.8 91.5 92.3 100.0 100.0 100.0 2.5 1.9 4.7 15.1 12.0 33.3
資格
21.29.410.88.93.84.38.312.511.28.620.516.0うち：職業訓練なし
29.16.410.13.10.81.322.711.915.346.426.534.1大学を含む職業訓練
職業訓練生 8.2 8.5 7.7 ― ― ― 3.6 2.8 6.8 ― ― ―
不明 40.5 43.4 35.7 73.0 75.1 68.5 6.4 5.4 9.8 17.9 14.7 37.4
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上乗せ受給者の詳しい属性は図表２の通りである。
上乗せ受給者の週当たり就労時間を需要協同体（世帯とほぼ同義）の類型
別にみる（図表３）と，15時間未満が約半数（55.2％）を占める。そして，
単身とひとり親家庭の時間数の算術平?がいずれも20時間以下となっている。
また，同じく税込時給についてもみると（図表４），10 未満の割合が圧倒
的に大きく，算術平?もいずれの場合も10 に満たない。そして，税込時給
５ 未満という著しく低賃金の者の割合が，単身（旧西独及び旧東独）及び
ひとり親家庭（旧東独）で顕著に大きいことが見て取れる。
（2006年12月-2007年７月におけるパネル調査の結果より）
出所：Dietz/Mu?ller/Trappmann (2009),Tebelle 2
図表３：需要協同体の類型別上乗せ受給者の週当たり就労時間
単 身 ひとり親家 庭
子のない
夫 婦
子のある
夫 婦 合 計
55.2
24.7
20.1
17.7
50.6
17.8
31.6
21.4
42.6
32.1
25.3
20.2
58.4
32.6
9.1
14.6
割 合（単位：％)
64.7
23.0
12.2
時 間 数
14.4
15時間未満
15-34時間未満
35時間以上
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図表４：需要協同体の類型別上乗せ受給者の税込時給
５ 未満
５-7. 未満
7.5-1 未満
1 以上 9.3 5.3 17.5 9.0 25.4 3.4 17.9 9.4 15.6 7.1
21.6 12.1 26.2 9.8 9.1 28.3 39.3 16.4 26.6 16.4
28.7 22.3 31.8 30.1 29.1 39.4 24.6 49.8 28.3 37.3
40.5 60.2 24.5 51.1 36.3 28.8 20.2 24.4 29.5 39.2
割 合（単位：％)
旧西独 旧東独 旧西独 旧東独 旧西独 旧東独 旧西独 旧東独 旧西独 旧東独
単 身 ひとり親家庭 子のない夫婦 子のある夫婦 合 計
(単位： )
6.027.006.377.686.337.035.387.285.716.05算術平?
（2006年12月-2007年７月におけるパネル調査の結果より）
出所：Dietz/Mu?ller/Trappmann,a.a.O.,Tebelle 3
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３．上乗せ受給者に対する最低生活保障制度：求職者基礎保障
上乗せ受給者が所得に「上乗せして」受給するのは，2005年１月施行のハ
ルツ?法（正式名称は「労働市場現代化のための第?法」）によって新設され
た社会法典第２編（SGBII）（求職者基礎保障）に基づく失業手当?である。
ハルツ?法施行前には，社会法典第３編（SGBIII）（就労促進）（日本の雇用保
険法に相当)に基づく失業手当 (Arbeitslosengeld)の受給資格を満たす者
で，同手当の受給期間を満了した後も収入が一定以下の者は失業扶助（Ar-
beitslosenhilfe）を受給し，受給資格を満たさない者で困窮する者は連邦社会
扶助法（BSHG）（日本の生活保護法に相当）から支給される生計扶助（Hilfe
 
zum Lebensunterhalt）を受給した。だが，ハルツ?法施行後は，稼得能力を
持つ?者で失業手当?の受給期間を終了した者または受給資格を満たさない
者で収入が一定以下の者は SGBII，稼得能力を持たない者で困窮する者は
BSHGの後身である社会法典第12編（SGBXII）（社会扶助）の対象とされた
（図表５参照）。
以下では，求職者基礎保障の内容を，所得保障と就労支援に分けて概説す
る。なお，求職者基礎保障の実施機関は，雇用エージェンシ （ーAgentur fu?r
 
Arbeit；日本の公共職業安定所に相当)と地方自治体とが共同で運営する「共
７ 稼得能力を持つ者とは，当面の間疾病または障害が理由で，一般的な労働市場の通常
の条件で毎日最低３時間就労できない者以外の者をさす（SGBII?8(1)）。
出所：筆者作成
図表５：ハルツ?法施行前後の給付の変化
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ドイツにおける「ワーキングプア」をめぐる議論―「上乗せ受給」への認識と政策対応
― ―67
同施設（gemeinsame Einrichtung）」である?。
３-１．所得保障
求職者に対する所得保障は，失業手当?によってなされる。対象者は，16
歳以上年金受給開始年齢?未満で，稼得能力を有し，扶助を必要とする，通常
の居所がドイツ国内にある者である。受給期間は，要扶助状態にある限り，
年金受給開始年齢に達するまで無期限である。受給要件は，社会扶助制度（日
本の生活保護制度にあたる）において給付される生計扶助の受給要件よりも
緩和されている??。失業手当?の受給者数と支出額の推移は図表６の通りで
ある。
８ 従来は協同体（Arbeitsgemeinschaft:ARGE）と呼ばれたが，2011年１月に改称された。
９ 年金受給開始年齢は現在は65歳であるが，2012年以降段階的に引き上げられ，2029年
には67歳となる。
10 失業手当?の受給にあたっては適切な持家，家具，自動車は保有可能であり，受給者
の年齢１歳につき150（最低3,100 ，上限額は出生年に応じて9,750-10,050 ），未就
学児については１人当り一律3,100 （上限額は出生年に応じて16,250-16,750 ）の現
金を保有可能である。また，受給者とそのパートナーの老後資金も１人当り年齢１歳に
つき750 保有可能である（上限額は出生年に応じて48,750-50,250 ）。さらに，必要な
物品の購入用に，需要共同体１人当り750 が非課税となる（SGBII?12(2)）。他方の社
会扶助でも，適切な持家，家具，老後資金などは保有可能である（SGBXII?90(2)）
が，自動車は原則として保有できず（Eicher/Spellbrink 2008），また，現金は１人当り
基準額の２倍（2011年７月時点で728 ）及びパートナー及び被扶養者１人当り基準額の
70％（同254.8 ）までしか保有できない（SGBXII?85(1)）。
図表６：受給者数と支出額の推移
注：2004年までは失業扶助
出所：BMAS (2010),Tabelle 8.11,8.13
失業手当? 失業手当??? 生計扶助
受給者数
（年平?)
（単位：1000人)
支出額
（単位：百万 )
受給者数
（年平?)
（単位：1000人)
支出額
（単位：百万 )
受給者数
（年末時点)
（単位：1000人)
支出額
（単位：百万 )
2003 1914 29048 2005 16533 2810 8255
2004 1845 29072 2202 18758 2910 8417
2005 1728 27019 4982 25012 81 579
2006 1445 22900 5392 26414 82 502
2007 1080 16934 5277 22654 88 521
2008 917 13864 5010 21624 92 546
――2237449081729111412009
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失業手当?の支給額は，求職者の需要共同体（世帯とほぼ同義）の総需要
額から収入認定額（月額収入から100 を控除した額。詳細は後述）を控除し
た額である。総需要額とは，基準給付，社会手当，増加需要給付??，住居費・
暖房費，一時的需要給付??，社会保険料（年金保険料と医療保険料）の合計で
ある。基準給付は毎年７月に改定され，2011年は月額364 であり，これは社
会扶助制度における生計扶助の基準額と同額である。このことをもって，失
業手当?は「社会扶助と失業扶助の統合」と称される。社会手当は，求職者
本人と同一の需要共同体に生活する，就労不能で要扶助の者に支給される。
支給額は，14歳以下の子１人当り基準給付の60％，15歳以上25歳以下の子１
人当り80％，19歳以上のパートナー１人当り同90％である。
３-２．就労支援
SGB IIの目標は，就労を通じた要扶助状態の終了・減少（SGBII?1）で
あることから，就労支援に重点が置かれている。
雇用エージェンシーは，失業手当?の受給者に対して就労支援を行う。受
給者ごとに個別の相談員が指名され（SGBII?14），相談員と受給者との話し
合いに基づき，再就労のために受給すべき給付の内容や，就労に向けてなす
べきことなどを規定した再就労協定（Eingliederungsvereinbarung）が取り決
められる。これは６ヶ月ごとに更新される（SGBII?15）。
就労支援の内容として，①再就労給付，②再就労への報奨と就労忌避に対
する制裁，③雇用機会提供制度（Arbeitsgelegenheit:AGH）の３つが挙げら
れる。
まず，①は要扶助状態の終了又は軽減を目指して実施機関が実施する裁量
給付である (SGBII?16)。給付の種類としては，職業再訓練の費用，旅費，
引越補助などが存在する (BMAS/die fu?r die Grundsicherung fu?r Arbeits-
suchende zusta?ndigen Ministerien 2009, 5）。後述する雇用機会提供制度
11 妊婦，ひとり親，障害者が対象であり，基準給付の一定割合の額が給付される（SGBII
?21）。
12 一定の場合（家庭用器具を含む住居の初回の設備調度費，数日にわたる学校旅行など）
に例外的に給付が認められる。
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（SGBII?16d）も再就労給付の一種である。
次に②についてであるが，再就労への報奨として就労手当（Einstiegsgeld）
がある（SGBII?16b）。これは，失業手当?の受給者が社会保険加入義務の
ある職業又は自営業に就く場合に支給されうる裁量給付であり，上限額は基
準給付の50％（特に必要な場合には75％）とされ，最長で就職後24ヶ月間受
給可能である。また，就労する者に対しては，就労控除という所得控除もな
される。所得が月額100をこえて800 以下の場合はその20％，800をこえて
1,200 以下（子がある場合は800をこえて1,500 以下）の場合はその10％が
控除される。
制裁としては，失業手当?の受給者が再就労協定を取り決めなかった場合，
再就労協定で取り決められた義務を怠った場合，雇用エージェンシーが紹介
する就労先への就労を正当な理由なく拒んだ場合に，原則として３ヶ月間，
失業手当?の給付額が30％減額される。再び拒むと60％減額され，それ以上
拒むと全額が給付停止される??（SGBII?31）。とりわけ，25歳未満の受給者
が雇用エージェンシーに紹介された就労先への就労ないし職業教育を正当な
理由なく拒んだ場合は，住宅費・暖房費を除く全額が３ヶ月間給付停止とな
り，再び拒むと全額給付停止となる（SGBII?31a(2)）など，若年者に厳し
い内容となっている。
最後に③についてである。これは，長期失業をしている失業手当?受給者
の就労促進のための制度であり，二つの種類がある。
一つは，「追加支出補償を伴う雇用機会」（AGH mit Mehraufwandsent-
scha?digung:AGH-MAE)，俗にいう「１ ジョブ」である。これは，適職が
見当たらない場合に，草むしりや清掃といった時間給の低い（１-２ ）単純
作業に従事するというものであり，職種は，通常の労働を駆逐しないよう，
自治体及び福祉団体での追加的かつ公共的なものに限られ，就労時間の上限
も週30時間に制限されている。給与は共同施設の予算から支出され，従事者
は失業手当?を受給し続けられる。単純作業が主であり，低スキルの者や就
13 減額中の社会扶助による補充給付はなされない。但し30％を超える減額の場合は，実
施機関は適切な範囲内で現物給付などを補足的に実施できる（SGBII?31(5)）。
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業困難者に対し，就業のための心構えや規則正しい生活習慣を身に付けさせ
るための一種の「リハビリテーション」の意味合いが強い（Ratzke 2010）。
もう一つは，報酬を伴う雇用機会（AGH mit Entgelt）（別名「賃金バリア
ント（Entgeltvariante)」）である。これは，フルタイムの職に就労し，通常
の賃金を得る，いわゆる「トライアル雇用」であり，期間は６ヶ月から１年
程度である。一定の収入（子のない場合は月額1,200 ，子のある場合は1,500
）までは失業手当?を受給し続けられ，その収入に対しても段階的な所得
控除が実施される。賃金バリアントの職種は，１ ジョブとは異なり必ずし
も公的かつ追加的である必要はなく，また自治体及び福祉団体での就労に限
られない。だが，正規賃金が共同施設の予算から対象者に支払われるので，
共同施設の負担が大きいことから実施規模が小さい（布川 2008，134)??。ち
なみに，賃金バリアントで働く者は失業保険の加入対象とされない。
以上のような就労支援について，2008年の就労実績をみると（図表７参
照），失業していた失業手当?受給者のうち117.7万人が社会保険加入義務を
有する職に就労し（うち70％がフルタイム），うち，期間が６ヶ月以上の職の
割合は55.4％と半数強にのぼった。だが，失業していた失業手当?受給者が
新たに就労した職の収入は最低需要を満たしていないことが多く，そのため
新たに就労した者の約半数が失業手当?を受給し続ける，すなわち上乗せ受
給状態に陥ることとなる。
上乗せ受給者も再就労協定を締結し，専門職による適切な情報提供もなさ
れるが，上乗せ受給者に対する職業訓練・紹介の効果に関する公的な統計は
取られておらず，現状分析が困難とされる（Schmalfuss 2010）。「［筆者註：
SGB IIは］ワーキングプアを顕在化させたが，失業を重視した制度設計のた
めにワーキングプアの就労支援ができないという予期しなかったジレンマに
直面している（布川，前掲論文，135）」との指摘もなされる。実際に，2010
年12月時点で，就労しながら２年以上失業手当?を受給する者の割合は50％
以上を占める（BA 2010b）など，上乗せ受給状態は長期化しつつある。
14 2010年時点での延べ参加者数は，１ ジョブが668,027人，賃金バリアントが81,385人
であった（BA 2010b）。
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４．上乗せ受給状態への認識
与野党及び労使の主要団体は，上乗せ受給状態に対してどのような認識を
持っているのか。
まず，労働組合の上級団体である DGB（ドイツ労働総同盟）及び野党 SPD
（ドイツ社会民主党）は，企業の賃金ダンピングを容認し労働者の生活を圧迫
するとして上乗せ受給状態を批判し，全国一律の法定最低賃金の設定を主張
し（DGB 2009），具体的な金額目標として時給8.50 を標榜する。
他方の与党 CDU/CSU（キリスト教民主・社会同盟）は，上乗せ受給状態
についての明確な態度を表明しておらず，追加収入規定の改定（詳細は後述）
図表７：失業していた失業手当?受給者が新たに就労した職の内訳（単位：％）
雇用形態 雇用期間
収入額
出所：Koller/Rudolph (2011),S.2,Abbildung 1
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などによる労働意欲の強化を主張するに留まる（CDU/CSU 2009,31）。そし
て，DGB及び SPDの主張する全国一律の法定最低賃金の設定に反対する。
なぜなら，CDU/CSUによれば，それは協約自治の伝統を崩壊させ，また，
地域や業種の事情を反映しないことから，地域や業種によってはかえって低
スキル労働者の雇い入れに不利に働き，労働市場を荒廃させるからである
（Pfeiffer 2011）。そして，全国一律の法定最低賃金ではなく，公正な賃金と
国家からの補完的な給付の組み合わせによる「最低所得」の保障こそが重要
であるとする（CDU/CSU,a.a.O.,29）。このように，賃金と公的な給付とを
組み合わせることで一定水準の所得を確保するという仕組みは「コンビ賃金」
（Kombi-Lohn）と呼ばれる??。コンビ賃金は，正規雇用に就労する可能性の
低い低スキル労働者を正規雇用に就労させることをねらいとしている。1990
年代後半以降に議論が盛んとなり，いくつかのモデル事業も展開されたが，
いずれも期待された成果（雇用の増大など）を挙げなかったと分析される
（Jaehrling/Weinkopf 2006,30）。
使用者団体の上級団体である BDA（ドイツ使用者連盟）は，上乗せ受給状
態からの一刻も早い脱却と第一労働市場への速やかな統合を主張している。
そして，その手段として CDU/CSUと同様の根拠で最低賃金の導入には反対
し（BDA 2011），追加収入規定の改定を主張する（BDA 2010）。
以上のように，労使，及び野党 SPDは上乗せ受給状態の解消を目指してい
る。だが，そのために取るべき手段についてみると，労組と SPDは全国一律
の法定最低賃金の設定による企業からの賃金支払いの増額を志向し，使用者
団体はそれには反対し，追加収入規定の強化を志向している。また，彼らと
は対象的に，与党 CDUはコンビ賃金を主張し，実質的な上乗せ受給状態を容
認している。
15 コンビ賃金には明確な定義が未だ存在しないとされる。定義をめぐる議論については
Jaehrling/Weinkopf 2006,11ff.を参照のこと。なお，３-２で紹介した SGBIIの就労手
当は，コンビ賃金の一種と解釈される（Fuest/Peichl 2009,4）。
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５．上乗せ受給者に対する昨今の政策対応
上乗せ受給者に対する昨今の政策対応として，「最低賃金」の設定，社会手
当の引上げ，保育施設の充実，追加収入規定の改定の４つが挙げられる。以
下でそれぞれについて概説する。
５-１．「最低賃金」の設定
ここでの「最低賃金」とは，SPDや DGBが導入を求める全国一律の法定
最低賃金ではなく，あくまでも労働協約の枠内で定められた最低賃金を意味
することに注意が必要である。ドイツでは「協約自治」の?え方のもと，賃
金を労働協約によって定めることが原則とされており，労働協約によって最
低賃金を定めることは可能である。
ドイツにおける最低賃金の設定には，３つの手段がある。古くから存在し
たのは，労働協約法第５条の「一般的拘束力宣言」（Allgemeinverbindlich-
keit）という仕組みを用いた協約拡張メカニズムによる設定が挙げられる。だ
が，これは，設定の要件である協約委員会（労使代表各３人で構成される）
の合意を得ることが困難であることから，ほとんど機能していなかった。ま
た，外国人労働者には適用されないことから，賃金ダンピングを招くことが
懸念された（JILPT 2009）。
それゆえ，2010年４月から，最低賃金設定に関わる二つの法律（労働者送
り出し法及び最低労働条件法）が施行され，新たに２つの手段が追加された。
１つは労働者送り出し法によるもので，労働協約適用率が50％以上の，警備，
介護などの業種の労働協約で定められた最低賃金の適用対象を外国人労働者
にも拡大することで，賃金ダンピングの防止を意図している。2010年９月時
点で９業種（建設・屋根ふき・電器・塗装・建築・介護・炭鉱・クリーニン
グ・清掃）に最低賃金が設定されている??。もう１つは最低労働条件法に基づ
くもので，労働協約が存在しないか適用率が50％以下で「社会的歪み」があ
16 例えば介護の最低賃金は，2010年７月１日以降旧西独地域が時給8.5 ，旧東独地域が
同7.5 とされ，今後も段階的に引き上げられる予定である（JILPT 2010）。
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るとされた業種に対し具体的な最低賃金が法定されうるというものである
（同上）が，2011年11月までにおいて未だ法定された実績はない。
このような最低賃金の設定は，主にフルタイムの上乗せ受給者に対応する
ものと?えられる。パートタイムや僅少労働者は，最低賃金が引き上げられ
たとしても十分な労働時間を確保できず，上乗せ受給状態から脱せられると
は限らないからである。但し，フルタイムの労働者が上乗せ受給状態に陥る
主たる原因は賃金額ではなく家族員数の多さであることから，最低賃金の設
定は上乗せ受給状態の解消にはそれほど結びつかない，との分析も存在する
（Brenke/Ziemendorff 2008）。
５-２．社会手当の引上げ
住宅手当，児童手当，児童追加手当などの社会手当の引上げによる上乗せ
受給状態からの脱却も模索されている。まず，住宅手当（Wohngeld）である
が，これは，申請により，世帯員数と家賃の階級に応じて一定額（月額292-787
）が支給されるというものである。失業手当?に優先する給付であり
（SGBII?12a），財源は公費（連邦と州）である。ハルツ?法施行当初は，失
業手当?によって住居費及び暖房費が賄われたことから，住宅手当の申請者
及び受給者が激減した??。そこで，失業手当?に優先する給付としての機能
を向上させるべく，2009年に金額が55％増額され，暖房費の支給も開始され
る??など給付内容が拡充されたことから，2009年の受給世帯数は約100万世
帯に増加し，また，同年には約12万人が住宅手当によって上乗せ受給状態を
免れたとされる（BMVBS 2011,35）。
児童手当（Kindergeld）とは，18歳（職業訓練に従事している場合には25
歳）未満の子を持つ親に支給され，所得制限はないが，児童扶養控除（Kinder-
freibetrag）と比較して金額上有利となる方が適用される。2011年時点で，第
２子までには月額184 ，第３子には同190 ，第４子以降には同215 が支給
され，支給額は毎年引上げ傾向にある。
17 2004年の351万世帯から，2005年には81万世帯へと減少した。
18 この改正の背景には，当時の燃料費の大幅な上昇が存在したが，2011年１月以降は燃
料費の低下を理由に暖房費は支給されなくなった。
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児童追加手当（Kinderzuschlag）とは，2005年に新設されたもので，これ
を受給することで失業手当?や社会扶助を受給せずに済む場合に限り支給さ
れる（BA 2011b）。25歳以下の未婚の子を持つ親が対象であり，所得制限が
存在し（１人親家庭が月収600 ，夫婦が月収900 ），支給額は子１人当り最
高で月額140 である。2009年４月時点で，児童追加手当の受給者数は44.6万
人であり，それによる失業手当?の受給者数の減少割合は6.2％であった
（Parita?t 2010）。
５-３．託児施設の充実
育児との両立の都合上，「仕方なく」上乗せ受給状態にあるひとり親家庭に
対しては，労働時間を増やすことが求められ，そのためには保育所などの託
児施設の充実が必要となる。2007年に欧州委員会によって，託児の場の数??及
び託児施設の営業時間が不十分であることが批判された（Hamburger Aben-
dblatt 2007）ことを契機に，2008年12月に施行された「児童助成法（Kinderfo?r-
derungsgesetz）」において，2013年までに，託児の場を現状の３倍，かつ３
歳以下の児童数の35％に相当する約75万人分に増やすことなどが規定された
（BMFSFJ,2011,3）。その影響もあり，託児されている３歳以下の児童の割
合は2008年５月時点の17.8％から，2010年同月時点では23％（約47万人）へ
と拡大した（BMFSFJ, a.a.O., 7f.）。また，雇用エージェンシーからも再教
育費の一環として，失業手当?の受給者が再教育を受ける際に14歳以下の子
の託児が必要な場合に，託児費（Kinderbetreuungskosten）が子１人当り月
130 支給される（BA 2007）など，託児に対する助成がなされている。
５-４．追加収入規定の改定
BDAも主張したように，失業手当?受給者が就労した場合に手元に残る
19 例えば2006年時点では３歳以下の児童のうち13.6％しか託児されておらず（BMFSFJ
 
2011,8），EU加盟国が2010年までに達成すべき目標値である同33％を大きく下回ってい
た（Su?ddeutsche Zeitung 2007)。その理由として，旧西独地域における伝統的な家族観
（父が生計を維持し，母は家事と子の養育を担当する，という?え方）（ホーネルライン
2007，129f.）の影響が挙げられる。
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所得を多くし，就労意欲を高めるべく，2011年１月に追加収入規定（就労控
除）の改定がなされた。
従来は，月収100 以下の総収入は収入認定されず，同100 をこえて800
以下の場合にはその80％，同800 をこえて1,200（子がある場合は1,500 ）
以下の場合はその90％，同1,200 （子がある場合は1,500 ）をこえる場合
は全額が収入認定されたが，2011年１月の改定により，80％の収入認定の範
囲が月収100 をこえて800 以下から同100 をこえて1,000 以下へと変更
された。しかし，この改定は，800 をこえて1,000 以下の月収の者の手元
に残る額が従来と比べて80-100 増えるという小幅なものに留まり??，フル
タイムの職への就労促進の効果は薄いと指摘される（Wiemers 2010;IW
 
2010）。
６．まとめ
６-１．上乗せ受給状態への認識
ドイツでは，労使及び野党は上乗せ受給状態の解消を目指しており，彼ら
は上乗せ受給状態を社会的包摂（とくに正規雇用としての就労）の一形態で
はなく，過渡期と認識しているといえる。だが，他方で，十分な賃金を企業
に支払わせる，という手段ではなく，（比較的低い賃金の）正規雇用を推進
し，賃金の不足分を国庫補助で補うという手段（コンビ賃金）を推奨する
CDU/CSUのように，上乗せ受給状態を実質的に容認する動きもみられる。
ここでは，正規雇用における上乗せ受給（賃金の不足分を公的給付で補てん
する）が事実上容認されており，このことは，実質的に上乗せ受給状態を社
会的包摂の一形態とみなし，容認していることを意味する。
反対に，労働組合や SPDは，最低賃金の設定による所得の確保を推奨する
ことで，企業に十分な賃金を支払わせることによる上乗せ受給状態の解消を
志向していることが窺える。
20 このような内容に留まった理由として，収入認定を従来よりも低率にすれば給付費が
増大し，新たな上乗せ受給者が生まれ，求人動向に与える影響も少ないことが IABの調
査により判明したことが挙げられる（Wiemers 2010）。
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６-２．上乗せ受給者への政策対応
本稿で概観した上乗せ受給者への政策対応は，雇用形態別に図表８のよう
にまとめられる。
これらの多くは最近導入されたことから，今後どのように上乗せ受給者数
に影響していくか注視していく必要がある。
今後のさらなる政策対応の方向性は，政府が求職者すべてに十分な賃金を
伴う雇用を保障しうると?えるか否かによって異なるであろう。CDU/CSU
は，コンビ賃金の主張から窺えるように，求職者すべてに十分な賃金の雇用
を保障するのは困難との?えに基づき，正規雇用での上乗せ受給状態を容認
する方向に動くと思われる。反対に，SPDは法定最低賃金を導入し，企業負
担の増大により十分な賃金を伴う雇用を保障することで，上乗せ受給状態の
解消を推進していくと思われる。
※本研究は科研費（課題番号21730450）の助成を受けたものである。
※※本論文は2011年９月に開催された社会政策学会九州部会（佐賀大学）で
の報告に加筆修正したものである。報告の際，平木真朗先生（西南学院大
学），大西祥恵先生（西南学院大学），平地一郎先生（佐賀大学），富田義典
先生（佐賀大学），畑山敏夫先生（佐賀大学），阿部誠先生（大分大学）よ
り貴重なコメントとアドバイスを頂戴した。心より御礼申し上げる。もっ
とも，当然ながら本論文の内容に関する責任は，筆者のみに全面的に帰す
るものである。
・育児などによる労働時間の短さが原因→保育施設の充実など
・勤労意欲の減退が原因→追加収入規定の改定
・フルタイムの職に就けないことが原因→効果的な職業訓練・職業紹介
パート
タイム・
僅少労働
・扶養家族の多さが原因→社会手当の充実
・賃金の低さが原因→「最低賃金」の設定
フル
タイム
図表８：雇用形態別・上乗せ受給者への政策対応の現状
出所：筆者作成
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